
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,453,095   固定負債 4,286,335

    有形固定資産 3,434,095     地方債等 2,088,105

      事業用資産 3,183,235     長期未払金 -

        土地 207,347     退職手当引当金 1,965,153

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 3,798,918     その他 233,077

        建物減価償却累計額 -993,954   流動負債 424,459

        工作物 220,018     １年内償還予定地方債等 253,396

        工作物減価償却累計額 -51,761     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 118,851

        航空機 -     預り金 10,025

        航空機減価償却累計額 -     その他 42,187

        その他 - 負債合計 4,710,794

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,668   固定資産等形成分 4,453,637

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -4,532,884

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,495,683

      物品減価償却累計額 -1,244,823

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 1,019,000

      投資及び出資金 308

        有価証券 -

        出資金 208

        その他 100

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 11,612

      基金 1,007,079

        減債基金 -

        その他 1,007,079

      その他 0

      徴収不能引当金 -

  流動資産 178,452

    現金預金 177,910

    未収金 -

    短期貸付金 542

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 -79,247

資産合計 4,631,547 負債及び純資産合計 4,631,547

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 -

    その他 71

純行政コスト 2,434,073

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 71

  臨時利益 71

  臨時損失 71

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    使用料及び手数料 40,559

    その他 310,014

純経常行政コスト 2,434,073

      社会保障給付 -

      その他 1,607

  経常収益 350,573

        その他 23,349

    移転費用 186,005

      補助金等 184,397

      その他の業務費用 72,087

        支払利息 48,738

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 46,430

        減価償却費 164,477

        その他 9

        その他 857

      物件費等 577,225

        物件費 366,310

        職員給与費 1,829,555

        賞与等引当金繰入額 118,851

        退職手当引当金繰入額 67

  経常費用 2,784,646

    業務費用 2,598,641

      人件費 1,949,330

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 -341,359 4,233,802 -4,575,160 -

  純行政コスト（△） -2,434,073 -2,434,073 -

  財源 2,782,834 2,782,834 -

    税収等 2,772,677 2,772,677 -

    国県等補助金 10,158 10,158 -

  本年度差額 348,762 348,762 -

  固定資産等の変動（内部変動） 187,418 -187,418

    有形固定資産等の増加 350,602 -350,602

    有形固定資産等の減少 -164,477 164,477

    貸付金・基金等の増加 2,758 -2,758

    貸付金・基金等の減少 -1,466 1,466

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -86,596 -86,596

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -54 -78 24 -

  その他 - 119,091 -119,091

  本年度純資産変動額 262,112 219,836 42,276 -

本年度末純資産残高 -79,247 4,453,637 -4,532,884 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 8,681
本年度歳計外現金増減額 1,343
本年度末歳計外現金残高 10,025
本年度末現金預金残高 177,910

財務活動収支 -31,461
本年度資金収支額 -52,033
前年度末資金残高 219,925
比例連結割合変更に伴う差額 -6
本年度末資金残高 167,885

    地方債等償還支出 255,874
    その他の支出 35,622
  財務活動収入 260,035
    地方債等発行収入 260,035
    その他の収入 -

    資産売却収入 -
    その他の収入 -
投資活動収支 -351,965
【財務活動収支】

  財務活動支出 291,496

    その他の支出 -
  投資活動収入 1,395
    国県等補助金収入 -
    基金取崩収入 685
    貸付金元金回収収入 710

  投資活動支出 353,360
    公共施設等整備費支出 350,602
    基金積立金支出 2,688
    投資及び出資金支出 -
    貸付金支出 71

    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 -
業務活動収支 331,393
【投資活動収支】

    税収等収入 2,772,677
    国県等補助金収入 10,158
    使用料及び手数料収入 40,559
    その他の収入 123,118
  臨時支出 -

    移転費用支出 186,005
      補助金等支出 184,397
      社会保障給付支出 -
      その他の支出 1,607
  業務収入 2,946,511

    業務費用支出 2,429,114
      人件費支出 1,944,278
      物件費等支出 412,890
      支払利息支出 48,738
      その他の支出 23,207

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,615,118



連結会計財務書類における注記 

I. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としております。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこと

としております。 

 

2. 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

 定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 

3. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支

給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退

職手当要支給額を計上しております。 

 

4. リース取引の処理方法 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております。少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

 

5. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の範

囲としております。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いも含んでおります。 

 

6. 採用した消費税等の会計処理 

 税込方式によっております。ただし、水道事業会計は税抜方式によっております。 



 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計方針の変更 

   総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との比較

可能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地については、再調達

価格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が

不明なものは備忘価格 1 円に訂正しております。 

  

2. 表示方法の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」の表示方法

に合わせるため、大幅な表示の変更を行っております。 

 

3. 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合

をはかるため、歳計外現金を資金の範囲から外しております。 

   この変更による連結資金収支計算書に与えている影響は次の通りです。 

当期末資金残高の減少 10,025 千円 

   

  



III. 追加情報 

 

1. 連結対象団体（連結会計）の一覧 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

千葉県市町村総合事務組合

(一般会計_退手事業) 
一部事務組合・広域連合 みなし連結 ― 

千葉県市町村総合事務組合

(一般会計_退手事業以外) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 2.08％ 

千葉県自治研修センター特別会計 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.91％ 

 

連結の方法は次のとおりです。  

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象とし

ています。 

② 退職手当組合は、連結財務書類の貸借対照表に当該団体の持分相当の退職手当にかかる

基金及び退職手当準備金を計上して退職手当組合を連結したものとみなしています     

 

2. 出納整理期間について 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の

受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法 

235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5 月 31 日をもって閉鎖する」） 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合が

あります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

連結会計 附属明細書 

 



自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成29年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)
事業用資産 3,972,895 489,365 233,311 4,228,949 1,045,715 102,561 3,183,235
　土地 206,190 1,157 0 207,347 0 0 207,347
　立木竹 0 0 0 0 0 0 0
　建物 3,430,604 165,452 910 3,595,146 985,522 77,778 2,609,624
　建物付属設備 136,823 66,948 0 203,771 8,431 8,431 195,340
　工作物 182,679 37,339 0 220,018 51,761 16,351 168,256
　船舶 0 0 0 0 0 0 0
　浮標等 0 0 0 0 0 0 0
　航空機 0 0 0 0 0 0 0
　その他の有形固定資産 0 0 0 0 0 0 0
　建設仮勘定 16,600 218,469 232,401 2,668 0 0 2,668
インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0
　橋梁（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　道路（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　河川（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　ダム（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　山林（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　漁港・港湾（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　公園（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　下水道（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　防火水槽（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　下水処理（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　トンネル（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　農道（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　林道（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　その他（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0
　橋梁（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　道路（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　河川（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　ダム（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　山林（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　漁港・港湾（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　公園（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　下水道（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　防火水槽（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　下水処理（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　トンネル（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　農道（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　林道（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　その他（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0
　橋梁（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　道路（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　河川（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　ダム（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0

有形固定資産の明細



自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成29年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

有形固定資産の明細

　山林（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　漁港・港湾（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　公園（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　下水道（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　防火水槽（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　下水処理（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　トンネル（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　農道（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　林道（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　その他（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0
　その他の公共用財産 0 0 0 0 0 0 0
　公共用財産建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0
物品 2,598,268 93,637 1,196,222 1,495,683 1,244,823 61,916 250,860
　機械器具 5 0 0 5 5 1 0
　物品 2,598,263 93,637 1,196,222 1,495,678 1,244,818 61,915 250,860
　美術品 0 0 0 0 0 0 0
合計 6,571,163 583,003 1,429,533 5,724,633 2,290,538 164,477 3,434,095


